建設工事取扱いマニュアル
（書類編）
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A．工事書類に関する注意
「書類の作成、取扱上の注意」
（共通事項）

1． 書類のサイズはＡサイズとする。ただし、メーカー等における定型の様式で、サイズの変更が出来ないものは除くこと。

2． 建設工事名、建設工事箇所、請負代金額、工期（着手、完成）等は、契約書を確認して間違いのないよう正確に記入すること。

3． 請負代金額は、特に指定のある場合を除き、消費税等を含む金額とすること。

4． 請負者（住所、商号又は名称、氏名）の記入は、原則的に契約書と同じゴム印を使用し、社印及び代表者印は、必ず同じ印を使用すること。
5． 担当課長宛の場合は、宛先を下記の様に記入すること。

（例）　　（正）　　　　（担当課長）

　　　　　　　　　　　　資産活用課長　　○○　○○　　宛

　　　　　（誤）　　　　（担当課長）　　○○　○○　　宛

6． 主任（監理）技術者の欄は、該当するものを○で囲むこと。

7． 請負者は、各種書類を常に早めに提出するよう心掛けること。

8． 提出した書類の記載内容に変更が生じた場合は、変更届を提出すること。

9． 設計図書を確認し、監督員と協議の上で、工事の施工に必要な各種手続きを関係機関へ遅滞なく提出すること。

10．提出書類は「執行規則」及びその他の規程等によりこのマニュアルに定める様式を使用

　　すること。但し「執行規則」及びその他の規程等に定める以外の様式は参考とする。

（工事関係書類用ファイル）

1． サイズは原則的にＡ４とし、綴じる書類によって別のサイズの方が望ましい場合には、

　　監督員の承諾を得て変更すること。

2． 表紙には、建設工事名、書類名、工期、請負者名（住所、商号又は名称、氏名）を記入し押印すること。背表紙には、建設工事名、書類名、請負者名（商号又は名称）を記入すること。

3． 提出部数は、表題については事前に監督員に確認すること。

（主任技術者等通知書）

1． 届出日は、契約日から着手日の間とすること。

2． 資格区分の欄は、建設業法を確認して（イロハ）の内の該当するものを○で囲むこと。

3． 各種検査の立会については、必ず主任技術者等通知書に記載されている現場代理人、主任（監理）技術者、専門技術者、又は請負者代表者が立ち会わなければならないため、社内で人選する場合には検査の立会いに支障のないように考慮すること。

（経歴書）

1． 届出日は、契約日から着手日の間とすること。

2． 現住所、学歴及び資格、経歴を正確に記入する。特に、学歴及び資格、経歴の欄については、主任技術者等通知書の資格区分欄の根拠となるため、照合ができるよう注意すること。

3． 当該作業について資格、免許等が必要な場合は、その写しも添付すること。

（工程表）

1． 届出日は、契約日から着手日の間とすること。

2． 工程表は、工事全体の概要がわかる様に記入し、予定の通計歩合も記入すること。

3． 所定の用紙に記入しきれない場合は、別紙（Ａ４サイズ）を添付し、所定の用紙には、「別紙参照」と記入すること。

（請負代金内訳書）

1． 内容は、原則的に市の設計書と同じ項目、数量とすること。

2． 変更契約がある場合は、変更後の請負代金内訳書も提出すること。

（施工計画書）

1． 施工計画書を作成する前に現場の状況、設計内容を十分調査し、当該工事の特殊事情等を考慮した内容とすること。

2． 一般共通事項を記載する場合は、その内容が当該工事の内容に合致しているかどうか確認し、不必要な項目は記載しないこと。

3． 当該作業にかかる前に必ず提出し、事後承諾とならない様注意すること。一括して提出できない場合は、数回に分けて提出すること。

4． 設計書の項目の順番に記入し、分かりやすくまとめること。

（職務分担通知書）

1． 届出日は、契約日から着手日の間とすること。

2． 職務内容の欄は、分かりやすく記入すること。

（緊急連絡先通知書）

1． 緊急連絡電話は、昼、夜ともに確実に連絡の取れる所とし、やむを得ず旅行等で連絡が取れなくなるとき場合は、代理の者の連絡先を事前に監督員に連絡しておくこと。

2． 年末年始、盆休み等の長期休暇については、別途緊急連絡先通知書を作成して監督員に提出すること。

（残土処分計画書）

1． 残土の予定数量、搬出時期、処分先住所、処分先土地所有者名、搬出経路、処分方法等を記入すること。

2． 搬出経路については地図を添付し、運搬経路を朱書きすること。

3． 必要に応じて処分先の土地所有者の承諾書を添付すること。

4． 残土処分の開始前に提出すること。

5． 計画書の通りに処分されたことがわかるよう、写真を撮っておくこと。

6． 施工計画書に含んでもよい。

（廃材処分計画書）

1． 建設廃棄物処理計画書、数量、種類、搬出期間、処分先住所、処分先土地所有者名、処分先土地所有者承諾印、産業廃棄物処理関係の許可書の写し、現場から排出先までの案内図を添付すること。

2． 計画書とおりに処分されたことがわかるよう、写真を撮っておくこと。

3． 処分後においては、マニフェスト（Ａ票、E票）、受入伝票等により処分が確認できる書類を整えておくこと。

4． 施工計画書に含んでもよい。

（建設廃棄物処理計画書）

1． 必要事項を漏れなく記入し、処分業者、処分場等の許可書のコピーも添付すること。

2． 全ての建設廃材が合法的に処理されることが確認できる内容とすること。

3． 前記の廃材処分計画書に添付すること。

（再生資源利用計画書・再生資源利用促進計画書…Ａ３の書類）

1． 再生資源利用計画書－建設リサイクル法による特定建設資材を現場に搬入する場合に記入して提出すること。

2． 再生資源利用促進計画書－建設リサイクル法による特定建設資材を現場から搬出する場合に記入して提出すること。

	参考：建設リサイクル法による特定建設資材－コンクリート、コンクリート及び鉄から成る　　　 建設資材、木材、アスファルト混合物、土砂、砕石、塩化ビニル管・継手、石膏ボード


（下請負人通知書）

1． 下請負人代金額、元請負代金額ともに消費税を含む金額とすること。

2． 建設業許可年月日については、有効期限が過ぎていないかどうか確認すること。

3． 下請負人通知書には主任技術者等通知書に記載された全員の経歴書を添付すること。

4． 主任技術者等通知書の契約締結日は元請負者と下請負人の間の契約日とすること。

5． 当該作業にかかる前に必ず提出し、事後承諾とならないよう注意すること。

6． 当該作業について資格、免許等が必要な場合は、その写しも添付すること。

7． 原則として下請負代金額が２００万円以上のものについて提出するものとするが、監督員から指定のあった工種につては金額の大小にかかわらず提出するものとする。

（下請負人一覧表）

1． 下請負の金額の大小にかかわらず、全ての下請負人に関する一覧表を提出すること。

2． 下請負業者に確認して正確に記入すること。

3． 建設業許可年月日については、有効期限が過ぎていないことを確認すること。

4． 法令による免許等を取得していない場合は、経験年数を記入すること。

5． 下請負人通知書の内容と相違ないように注意すること。

6． １業者の下請負金額の合計にも注意を払い、建設業の許可が必要になるかどうか確認をすること。

（工事記録簿）

1． 工事記録簿を作成するに際し、どの用紙を使用するか監督員に確認すること。

2． 日曜、祭日、作業のない日の工事記録簿の作成の有無は、事前に監督員に確認すること。

3． 同一現場において、別発注の工事がある場合は、天候、気温等は代表者が記録し、後でそれぞれの請負者が転記等を行い記載内容の統一を図ること。

4． 打合せ事項、指示事項、検査の立会等の内容は、立会者の所属、氏名、内容、検査結果、処理結果等を簡潔に記録すること。

5． 隣地境界の立会他で、図面等を添付した方が内容を理解し易い場合は、必要に応じて図面、立会写真等を添付すること。

6． 作業内容は作業箇所の特定ができるよう、分かり易く記入すること。

7． 安全管理の欄は、作業のあった日は必ずチェックすること。

8． （建築）人工は、計算ミスに注意し、作業のない日も職別の累計及び合計は毎日記入すること。

（工事工程月報）

1． 工事の工程管理の判断材料になるため、出来高を計算して正確な数字を記入すること。

（月間工程表）

1． 前月の２５日まで、または最終の定例打合せ時に提出すること。

2． 下請負業者、別発注の関連工事の業者と事前に十分打合せを行い、適正な工程表を作成すること。

3． 監督員の立会検査が必要な作業については、検査の日程を見込んで工程表を作成すること。

4． 同一現場で別発注の工事がある場合は、監督員と協議の上、必要に応じて同一用紙に工程を記入すること。

（週間工程表）

1． 定例打合せを行う場合等、監督員の指示により週間工程表を作成すること。

2． 週間工程表を作成するにあたって、事前に下請業者、別発注の関連工事の業者と十分な打合せを行い、無理のない工程をくむこと。

3． 監督員の立会検査の予定日も記入すること。

（使用承諾願書）

1. 提出する時期は、監督員がチェックする時期も考慮して常に早めに提出するよう心掛け、　　　　　承諾される前に当該製品、材料を発注及び使用することのないように注意すること。

2. カタログ、図面等を添付する。

（検査申請書）

1． 検査依頼時に提出するが、軽微な検査については口頭によることが出来るものとする。

2． 材料検査の場合は、材料検査簿も同時に提出すること。

（材料検査簿）

1． 数量は、原則として目で確認できる数量とすること。

例：　（正）○○袋、○○缶、○ｍ、○本

　　　（誤）○○㎡、○○m3

2． １袋、１本、１缶等の単位数量（重量、容積、長さ）も記入すること。

3． 必要に応じて、設計数量と材料検査簿の数量の換算表を作成すること。

4． 鉄筋、木材、管類、コンクリート２次製品等で、同じ規格の製品を数回に分けて検査する場合は、規格ごとの合計数量がわかるように集計表を添付すること。

（完成届出書）

1． 請負者は、現場、工事書類双方が完成した後に提出すること。

（竣工図）

1． 竣工時までに監督員の指示により整備して製本すること。

2． 製本を行う前に竣工図の内容が実際の施工と相違ないことを確認し、訂正が必要な場合は現場を調査して正確に訂正を行うこと。

3． 引渡後の維持管理を考慮して、図面等をわかりやすく整備すること。

4． 表紙の記入方法は別紙参照すること。

5． 一緒に製本する書類等の確認は、事前に監督員と行うこと。

（出来形確認請求書）

1． 査定方法、記入方法については、事前に監督員に確認の上作成すること。

2． 申請する出来形は、既に施工が完了している部分のみとし、検査までに完了予定の箇所は含まないこと。

3． 計算ミスのないよう、検算を行うこと。

（打合せ記録簿）

1． 工事記録簿では記入量の関係で記入しきれない場合、又は定期的に打合せ会を開催する場合に作成すること。

2． 出席者は、所属、氏名を記入すること。

3． 指示事項、協議事項等は、処理結果、協議の結果も必ず記入すること。

（主要機器材料製作者通知書）

1． 当該主要機器材料を使用する前に提出すること。

2． 同種の材料で、同一製作者の場合は一行にまとめて記入すること。

（仕様変更承諾願書）

1． 当初の設計仕様を変更する場合に提出し、変更の理由を明確にすること。

2． 提出する時期は、監督員がチェックする時間も考慮して常に早めに提出するよう心掛け、承諾される前に当該製品、材料を発注及び使用することのないように注意すること。

3． 必要に応じて、カタログ、図面等を添付すること。

（水圧試験報告書）

1． 工事の内容により、必要に応じて提出すること。

2． 系統が複数ある場合は、色分けした図面を添付すること。

（ガス気密試験報告書）

1． 工事の内容により、必要に応じて提出すること。

2． チャートの原本、測定者の資格の写しを添付すること。

3． 系統が複数ある場合は、色分けした図面を添付すること。

（電界強度試験測定表）

1． 工事の内容により、必要に応じて提出すること。

（照度測定表）

1． 工事の内容により、必要に応じて提出すること。

（接地抵抗試験測定表）

　１．工事の内容により、必要に応じて提出すること。

（絶縁抵抗試験測定表）

1． 工事の内容により、必要に応じて提出すること。

（コンクリート圧縮試験結果表・・一覧表）

　１．工事の内容により、必要に応じて提出すること。

（コンクリート打設計画書）

1． 下記の項目を記入すること。

· 打設箇所

· 打設予定日時

· 配合計画

· 予定数量

· テストピース採取計画

· 塩化物量測定計画

· 空気量測定計画

· スランプ測定計画

· 作業員の配置計画

· 打設順序及びポンプ車、生コン車位置（図示）

· 打設前後の養生

· 注意事項

· その他

2． 監督員の立会が必要な場合は、事前に打合せを行うこと。

（機器保守部品工具引渡書（受領書））

1． 引渡後における修理等の手配が容易に出来るように正確に記入すること。

2． 機器保守部品工具引渡書の提出は、物品の引渡と同時にすること。

（鍵引渡書（受領書））

1． 引渡後における修理、追加作成の手配が容易に出来るように正確に記入すること。

2． 鍵引渡書の提出は、鍵の引渡と同時にすること。

3． マスターキーがある場合は、担当者に引き渡し時点でメーカーに対する登録の手続きの説明を行うこと。

（施工図）

1． 竣工時までに監督員の指示により整備して製本すること。

2． 一緒に製本する書類等の有無は、事前に監督員に確認すること。
